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研究要旨 
本研究班は我が国における妊産褥婦のメンタルヘルスの実態を把握することを目的に

東京都世田谷区内の全分娩施設 14 施設の協力を得て、妊娠 20 週から産後 3 か月までの計

6 回のアンケートを行う妊産褥婦の追跡調査をした。2012 年 11 月に開始、最終的に 1,775

名から参加同意が得られ、最終的に産後 3 か月時のフォローアップ調査には 1,406 名から

の回答を得、我が国では極めて特異な縦断的妊産褥婦のメンタルヘルスに特化したデータ

ベースを確立した。今後、このデータベースを利用したより多くの周産期メンタルヘルス

研究が実施されることが期待される。 

妊娠期から産後における、EPDS 陽性者ならびに WHO-5 ハイリスク者の割合は妊娠 20

週に比較し分娩直後に上昇し、産後 2 週時にピークとなる。その後低下し、産後 3 か月時

には妊娠中のレベルに戻る。特にこの傾向は初産婦に顕著であることから、初産婦の妊産

褥婦管理には注意を要する。これらのことから、産後 2 週間、1 ヶ月時における母親の産

褥健診の必要性が明らかとなり、その際には妊婦健診と同様に公的補助が強く望まれる。 

産後 3 ヶ月時の母親のハイリスクあるいは乳幼児虐待の可能性に関連する産前・産後の

危険因子は「精神的不安定状態」「妊娠・育児支援体制不足」「身体症状ならびに母乳分

泌不全」に大別され、産後 2 週間、4 週間健診で大切なチェック項目が提案できた。これ

らの危険因子は周産期スタッフの問診や面接で把握可能であり、メンタルヘルス不調や乳

幼児虐待のハイリスク者のスクリーニングに活用できる。しかし、危険因子となる認知特

性のアセスメント法及び支援法は確立しておらず、それらの開発は今後の課題である。ま

た、妊娠中の評価が産後の母親のメンタルヘルスと関連することは、これまでなかった妊

婦健診でのメンタルヘルス評価の必要性を証明した。しかし、評価する時期、初産婦・経

産婦によってもそのリスク因子が異なることから妊産褥婦健診では個別化した対応が求め

られる。 

産科施設が捉えた『気になる妊産婦』に対して①専門の医療機関や行政機関との連携、

②面接や電話訪問などによるフォロー、③気にかけながらの経過観察が行われていたが、

対応における医療連携、時間やマンパワーに問題があることが明らかになった。 

関連する三つの研究班（当該研究班＝久保班、「わが国の男性における産後のうつの有

病割合と、その予防要因の解明に関する縦断研究」＝分担研究者の竹原班、「うつ病の妊

産褥婦に対する医療・保健・福祉の連携・協働による支援体制（周産期 G-P ネット）構築

の推進に関する研究」＝分担研究者の立花班）の結果を参考に、日本の実情にあった適切

な政策を検討した。以下の制度の構築が有効かもしれない。①メンタルヘルスを念頭にお

いた妊産褥婦健診の導入：「精神的不安定状態」「妊娠・育児支援体制不足」「身体症状

ならびに母乳分泌不全」に注目し、メンタルヘルスを評価、介入する妊産褥婦健診を薦め
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る。特に初産婦はメンタルヘルス障害を合併しやすく、注意深い対応を要する。②産褥期

母親健診の新設：産後 2 週間と 4 週間（あるいは 6 週間）の時点で分娩施設での産褥婦・

新生児健診制度を構築し、身体的精神的チェックリスクの評価を含む健診を行い、妊婦健

診同様の公的補助を検討する。ハイリスク産褥婦には介入、地域を含めた多職種チーム管

理を行う。③産褥期における母児同時入院施設の設置と拡充：メンタルヘルスや社会的ハ

イリスクを有する産褥婦が母児入院加療できる施設を高次医療圏ごとに設定し、診療報酬

上の配慮を検討する。④特定妊婦抽出のスコアツールの開発と制度の運用の推進：本研究

班のデータベースを利用してハイリスク妊婦を抽出できる簡便なスコアリングシステムを

これから開発・検証・確立し、積極的な特定妊婦の運用を活性化する。⑤分娩施設と他の

医療施設との連携を可能とする行政の介入：妊娠出産を通して、社会的またメンタルヘル

ス上のハイリスクと考えられる場合であっても、現状では個人情報保護法により自治体と

の情報共有が妨げられ、分娩施設と精神科施設との連携が困難となっている。したがって、

分娩施設、小児科施設で抽出されたハイリスク妊産褥婦の個人情報が他の医療施設と共有

できるような制度を構築する。⑥周産期メンタルヘルス地域協議会の推進：妊産褥婦のメ

ンタルヘルスリスク群に対応するために、本研究で構築したような行政（保健師など）と

地域医師会、分娩施設の産科医と助産師・看護師、精神科医、小児科医が一堂に会し、情

報交換する協議会を自治体ごとに構築する。さらには、医療だけではなく保健、福祉・教

育をも巻き込んだ地域システムを構築する。 
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A. 研究目的 

本縦断研究の目的は、①妊娠期から産後

における妊産婦のメンタルヘルスのハイリ

スク者の割合を把握すること、②妊娠中期

の妊婦のメンタルヘルスの状態が、産後の
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メンタルヘルスのリスクを予測できるか検

討すること、③妊産婦のメンタルヘルスの

リスク因子を探索的に検討すること、④妊

産婦のメンタルヘルスが子どもへの愛着や

養育行動に及ぼす影響を検討すること、の

4 点であった。 

分担研究者の立花は、児童虐待予防の観

点から、妊娠期から母子保健関係者が気を

付けるべき、産後にメンタルヘルス不調や

養育不全を来しやすい母親の心理社会的な

危険因子について検証することを目的とし

た。 

分担研究者の吉田は、地域の保健行政機

関や病院診療施設の助産師や保健師、行政

スタッフに加えて、産科、小児科、精神科

医師が周産期の女性の精神面評価とケア、

育児支援チームに参加することを目的に研

究した。 

分担研究者の葛西は、分娩を取り扱う産

科施設において、日頃の臨床業務の中で、

メンタルヘルス上『気になる妊産婦（リス

クの高い、もしくは高そうな妊産婦）』の

有無や、そうした妊産婦への対応、苦慮し

ていることについて、より詳細な実態を把

握すること、妊娠期から産後における妊産

婦のメンタルヘルスのハイリスク者割合に

ついて把握し、ハイリスク得点を示す時期

と、初産婦、経産婦の比較から、ハイリス

クを引き起こす要因と、助産師としてどの

ように関わっていくかを明らかにすること、

新生児訪問を実施する助産師が産後一か月

以内の母親のメンタルヘルス状況をどのよ

うに受けとめているかを明らかにすること

を目的として研究を行った。 

分担研究者の森は、世田谷区内のすべて

の分娩施設に協力を得て、各施設にて分娩

予約をした妊婦の追跡調査を行っている久

保班、分担研究者が派生的に行っている班

「わが国の男性における産後のうつの有病

割合と、その予防要因の解明に関する縦断

研究」＝竹原班と「うつ病の妊産褥婦に対

する医療・保健・福祉の連携・協働による

支援体制（周産期 G-P ネット）構築の推進

に関する研究」＝立花班の成果をレビュー

したうえで、日本における妊産婦のメンタ

ルヘルスを支援するための適切な政策につ

いて検討することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

本縦断研究の対象者は東京都世田谷区内

で分娩を取り扱っている 14 の全ての産科

施設で分娩を予定し、本研究に同意を得ら

れた妊婦とした。2012 年 11 月末から 2013

年 4月末に妊娠 20週以前にリクルートをお

こない、妊娠 20 週時にベースライン調査、

その後、産後数日、2 週、1 か月、2 か月、

3 か月の計 5 回のフォローアップ調査を含

め、全 6 回のアンケート調査を実施した。

データの収集方法は、自記式質問紙および

iPad のアプリケーションへの回答とした。

産後 2 週の検診を実施していない施設の対

象者に対しては、研究事務局から対象者に

質問票を送付し、郵送により回収した。産

後 2 か月、3 か月時の調査は、同様に、事

務局と対象者の間で郵送により質問票を送

付・回収した。 

各時点の質問票には、「うつ病自己評価

（EPDS）」「自閉症尺度（PARS）」「WHO-5

精神的健康状態表」「徳永の child 

maltreatment スコア」「赤ちゃんへの気持

ち質問票」「育児支援チェックリスト」「育

児ストレスインデックスフォーム」「衝動

障害質問票（BIS/BAS）」「注意欠陥・多

動障害質問票」などのパラメータを盛り込

んだ。さらに、社会的・身体因子として妊

娠状況・経済状態・支援体制・育児休暇取

得・共働きなどの状況と分娩状況、身体的

不調、母乳状況など多方面のアンケートを

実施した。データの質の担保や、対象者の

脱落を防ぐことを目的に、本研究で調査協

力施設ごとに、調査員が分担をして調査の

進捗状況を監督する方法をとった。調査員
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はおおよそ 2-3 週に 1 度のペースで各施設

を訪問し、各施設のスタッフ（主に産科医、

助産師、受付スタッフ）との話し合いや、

iPad の中に蓄積された回答データや、自記

式質問票の回収をおこない、調査が円滑に

進行しているかどうかを定期的に確認した。

（調査に使用したアンケート票はまとめて

最後に添付した。） 

分担研究者の立花は、世田谷区の妊産褥

婦のメンタルヘルスについてのコホート調

査のデータを用い、産後 2 週後の抑うつ状

態を予測する妊娠 20 週頃の妊婦の様々な

因子、産後 2 週後の抑うつ状態を予測する

産後直後（4、5 日後）の母親の様々な因子、

産後 3 か月の乳幼児虐待傾向・乳幼児虐待

を予測する妊娠 20 週頃及び産後の様々な

因子について、ロジスティック回帰分析で

検証した。 

分担研究者の吉田は、国内外で行われて

きた周産期メンタルヘルスの評価方法とケ

アについての知見についての総括を行い、

EPDS について妊娠中からの使用について

調べ、育児障害をきたすハイリスク要因に

ついて検討した。さらに、赤ちゃんへの気

持ち質問票の評価を国内外の結果と比較し

た。妊婦からはじめる精神面の評価・ケア

とその後の継続支援を行っている医療機関

の産科、精神科、小児科の医師に協力を要

請し、多領域協働の中での医師の役割につ

いて検討した。 

分担研究者の葛西は、世田谷区の産科施

設全 14 か所と、区内の産後ケアセンター1

か所の計 15 か所に対して質問票を送付し、

その施設の現状・実態について尋ね、区内

の産科施設の関係者などが集まる会議で共

有し、その意見をまとめた。都内で新生児

訪問を行っている助産師 13 名を対象とし

て、産後早期における妊産婦のメンタルヘ

ルス状況についてインタビュー調査を実施

した。 

分担研究者の森は、各研究班の成果をレ

ビューし、検討を加えた。 

 

（倫理面への配慮） 

研究の実施に先立ち、（独）国立成育医

療研究センター倫理委員会による承認を得

た(No. 627)。また、すべての対象者に対し、

文書および口頭にて研究の説明をおこなっ

た上で、研究参加への同意を書面で得た。 

 

C. 研究結果 

2012 年 11 月よりリクルートを開始し、

1,775名から研究参加への同意を取得した。

妊娠 20 週時のベースライン調査に参加し

た対象者は 1,717 名であった。最終的に、

産後 3 か月時の質問票には、1,406 名から

の回答を得た。これは、ベースライン調査

の回答が得られた対象者の 81.9％であった。

分析対象 1,311 名のうち、初産婦が 721 名

（55.2％）、経産婦が 585 名（44.8％）、

分娩歴の無回答 5 名であった。年齢は初産

婦が 33.7 歳、経産婦が 35.1 歳であった。

就労状況は初産婦では 69.0％が何らかの職

に就いており、特に常勤職に就いているも

のが初産婦の 47.3％を占め、もっとも多か

った。経産婦では、就労なし（専業主婦）

が 53.2％ともっとも多く、次いで常勤職の

32.2％だった。双胎は併せても 19名（1.4％）

に留まった。今回の妊娠前の精神科既往歴

があるものは初産婦で 105 名（14.6％）、

経産婦で 55 名（9.5％）であった。在胎週

数は初産婦が 39.6 週、経産婦が 39.1 週で

あった。分娩様式は初産婦では自然分娩が

51.8％、器械分娩が 21.6％、予定および緊

急帝王切開が 19.6％であった。無痛分娩は

初産婦・経産婦ともにおおよそ 30％であっ

た。 

EPDS 陽性者（9 点以上）の割合は、初産

婦では、妊娠 20週から 9.6％、17.0％、25.0％、

17.6％、10.0％、6.1％と推移し、産後 2 週

時にかけて顕著なピークがあることが明ら
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かになった。経産婦では、妊娠 20 週から、

8.8％、8.8％、8.4％、5.8％、7.4％、6.8％

となりほぼ横ばいとなることが示された。

EPDS の 10 項目を 5 つの構成概念に分け、

推移を調べたところ、初産婦・経産婦とも

にAnxietyに関する因子（EPDSの項目 3-5）

の得点がいずれの時点においても、もっと

も高かった。妊娠期の EPDS 陽性者におけ

る EPDS 陽性オッズ比は 3.85-7.24 倍と、い

ずれの時点のでももっとも高いオッズ比が

算出された。 

WHO-5 精神的健康状態表は、5 項目の合

計得点が 13 点未満もしくは、全 5 項目のい

ずれかに、「0 点：まったくない」、「1

点：ほんのたまに」のいずれかの回答があ

る場合には、大うつ病の調査を実施するこ

とが推奨されているスクリーニングツール

である。初産婦と経産婦のいずれにおいて

も、「ぐっすりと休め、気持ちよく目覚め

た」という項目の平均得点が産後 2 週と 1

か月時を底として、顕著に低下し、その後、

回復していく経過を辿ることが示された。 

妊娠 20 週時にパートナーからの

Emotionalサポートがない場合の EPDS陽性

のオッズ比は 8.16（95% Confidence 

Interval(CI): 3.39-19.66）であった。産後数

日時の実母・義母からの Emotional サポー

トがない場合は 2.11（95％CI: 1.13-3.94）、

産後 3 か月時にパートナーからの

Emotional サポートがない場合は 2.82（95％

CI: 1.13-7.00）となった。 

産後 3 か月時のメンタルヘルスハイリス

クと関連する妊娠中期の因子は、初産婦で

は、「明るく、楽しい気分で過ごしていな

かった」、「はっきりした理由もないのに

恐怖に襲われた」、「大勢の会話では誰が

誰に話しかけているかがわからないことが

ある」、「夫以外に妊娠出産育児で心を打

ち明けて相談できる人なし」、「現在、精

神的な問題で通院あり」、「抑揚の乏しい

不自然な話し方をする」が関連した。経産

婦では、「悲しくなったり、惨めになった

りした」、「年齢相応の友達関係がない」、

「抑揚の乏しい不自然な話し方をする」、

「家族としてのまとまりを感じない」、「は

っきりした理由もないのに恐怖に襲われた」

が関連した。 

産後 3 か月時のメンタルヘルスハイリス

クと関連する産後数日の心身社会的変数は、

初産婦では、「はっきりした理由もないの

に恐怖に襲われた」、「日常生活の中に興

味あることがなかった」、「妊娠前の精神

科受診歴がある」、「夫から精神的な支え

がない」が関連した。経産婦では、「明る

く、楽しい気分で過ごしていなかった」、

「はっきりした理由もないのに恐怖に襲わ

れた」、「胸のしこり、痛み、乳腺炎があ

った」、「日常生活の中に興味あることが

なかった」、「分娩に対する不満が強い」

が関連した。 

産後 3 か月時のメンタルヘルスハイリス

クと関連する産後 2 週時の心身社会的変数

は、初産婦では、「私は子どもを産んでか

ら、やりたいことがほとんどできていない

と感じる」、「悲しくなったり、惨めにな

ったりした」、「赤ちゃんをとても身近に

感じない」、「母乳の出が悪い」、「私は

孤独で友達がいないと感じている」、「私

の子どもは、他の子どもよりも手がかかる

ようだ」が関連した。経産婦では、「私は

物事をうまく扱えないと感じることが多

い」、「日常生活の中に興味あることがな

かった」、「私の子どもは、小さなことに

腹を立てやすい」、「私は子どもを産んで

から、やりたいことがほとんどできていな

いと感じる」、「赤ちゃんを身近に感じな

い」、「私は孤独で友達がいないと感じて

いる」が関連した。 

 妊娠中期における分娩 2 週後の抑うつ状

態の危険因子は、「夫以外に手伝ってくれ

る人が身近にいない」「家族としてのまと

まりを感じられない」「初産婦、精神科通
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院中」「妊娠中期 20 週頃の時点で抑うつ状

態」であった。 

分娩直後の分娩 2 週後の抑うつ状態の危

険因子は、「母乳栄養でない」「尿漏れ」

「妊娠前の精神科通院歴」「生後 4、5 日後

に抑うつ状態」であった。 

妊娠中期の産後の虐待の危険因子は、「無

就労または不規則な就労形態」「パートナ

ーによる家事のサポートが乏しい」「赤ち

ゃんをあやした経験が乏しい」「喫煙」

「AD/HD 傾向」であった。 

分娩直後から分娩 2 か月後の産後 3 か月

の虐待の危険因子は、「会陰縫合部または

帝王切開時の傷の痛み」「腰痛」「パート

ナーの家事・手伝いが乏しい」「赤ちゃん

がなぜ泣いているのかわからない」「赤ち

ゃんの気持ち質問票で愛情の欠如」「抑う

つ状態（EPDS 高得点）」「AD/HD 傾向」

であった。 

「赤ちゃんへの気持ち質問票」は EPDS

と異なり、精神科疾患の外的基準はなく、

区分点はない。因子構造は、わが子への親

しみの欠如と怒り・拒否の 2 因子が抽出さ

れ、海外の報告と同様であった。妊娠から

出産後および乳幼児にいたる育児支援には、

多領域協働のチーム編成が必要であること

が分かった。産科医師は助産師とともに「育

児支援チェックリスト」「EPDS」「赤ちゃ

んへの気持ち質問票」の質問票を工夫すれ

ば用いて妊婦の診察に活用することができ

た。小児科医師は低出生体重児や小児疾患

を抱える子どもの診療に際して母親のメン

タル面にも留意し、3 つの質問票で母親の

産後うつ病のスクリーニングも行うことが

できた。小児科外来は、母子が自発的、定

期的、継続的に来院するため、長期にわた

り母子両者および相互関係の経過観察が可

能であり、重要な子育て支援の場であるこ

とが意義として確認された。母親のメンタ

ルヘルスの水準が精神科診断閾値にまで到

達し、育児や家事などの日常生活機能への

障害が明らかである重症の場合は、精神科

スタッフに連携できる必要があるが、児

童・乳幼児精神医学専門ではない地域の精

神科医師は、妊産婦や乳児を敬遠する傾向

が顕著であった。そこで、地域の医師会に

所属する精神科、小児科、産科医師も参加

してケースによる検討を継続した結果、精

神科医師が重症の産後うつ病および養育機

能不全の母親の診療に携わるようになった。 

産科施設が自施設を訪れた妊産婦に占め

る『気になる妊産婦』の割合は５％未満が

４施設、５～１０％未満が３施設であった。

対応で困っていることとして、精神科に関

する専門的な知識がないことや、『気にな

る妊産婦』に対して相談や連携してケアを

できる精神科医および精神科医療施設が乏

しいこと、対応したくても時間とマンパワ

ーを割くことができないことが示された。 

 母児訪問助産師が捉えた産後早期におけ

る妊産婦のメンタルヘルス状況では、訪問

によって観察された【母親の状況】は＜表

出＞＜生活行動＞＜住状況＞<産後の身体

回復＞＜個人特性＞＜考えていたことと実

際とのギャップ＞＜コーピング＞＜経済状

況＞８つのサブカテゴリーに分けられ、【児

と育児状況】については、＜児の状況＞＜

育児状況＞＜母乳＞の３つに分類された。

母親のメンタルヘルス状況と育児状況に関

連する【体験】では＜育児疑似体験＞＜成

育歴＞＜仕事＞＜精神的既往＞＜出産時の

体験＞＜大切な人の死＞の６つに、母児に

対する【支援】については＜パートナー、

血縁からの支援＞＜医療者からの支援＞＜

関係性と支援＞＜質問＞＜自らの発信＞の

５つのサブカテゴリーに分類された。 

妊娠期や産後数日時の EPDS のスコアで

は、産後 2 週時の EPDS の判定を十分には

予測できないことが示され、いかに産後の

メンタルヘルス不調者を早期発見していく

か、ということが今後の解析を進めるうえ

での課題であることが明らかになった。一
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方で、産後のメンタルヘルス不調の一員に、

産婦の休養・睡眠が大きく影響しているこ

とが示唆され、予防介入のプログラムを検

討する上で、有用な根拠となりえる可能性

が認められた。年四回ほど開かれた協議会

で、世田谷区内のすべての分娩医療施設か

ら代表者、世田谷区および保健所、区内で

開業している精神科医が出席し、世田谷区

医師会の協力を得て小児科医や児童相談所

関係者も出席して、区内における支援体制

について検討した。睡眠が大きく影響して

いる可能性という久保班の成果や、それに

基づくスクリーニング方法、妊産婦のメン

タルヘルスのリスクアセスメント、さらに

保健所と分娩医療施設がそれぞれに行う、

産褥健診や、こんにちは赤ちゃん事業と連

携を取る手法、特定妊婦制度の効果的な利

用法など、多岐にわたる地域における支援

策に関して、ワーキンググループを設けて、

話し合いを行った。また、協議会により育

児困難のハイリスクの母親を支援するネッ

トワークを構築し要保護児童対策地域協議

会の機能強化に結び付けるための試みを行

っている。さらにメンタルヘルス不調の母

親のサポートのための多職種連携マニュア

ルを作成した。 

我が国における妊産婦のメンタルヘルス

は、我が国の女性と子どもの健康にとって

大きな課題であることがわかる。我が国に

おいて妊産婦のメンタルヘルスに関しては、

直接的に支援できる政策として、社会的に

ハイリスクと考えられる妊産婦に対して、

保健所などが支援に入る「特定妊婦」とい

う政策や、初めて乳幼児を持つ家庭に保健

師が訪問し、家庭のニーズを見極める政策

がある。また、乳幼児医療費助成など、乳

幼児の医療的課題に関して各自治体を中心

に医療費補助の制度がある。ただし、特定

妊婦の制度は、多くの自治体で申請されて

おらず、制度が存在しているのにもかかわ

らず、有効な利用のされ方がされていない。

この一つの理由に、妊産婦の社会的ハイリ

スクを客観的に算出する方法が欠けている

ことが挙げられる。さらに、特定妊婦では

こういったハイリスク妊産婦を最初に見る

産科医療との連携は不十分であり、具体的

な道筋が作られていないとともに、社会的

ハイリスクとは言えないものの、少しの支

援で母児関係が正常化しよい関係が築ける

ような場合への支援が難しい形になってい

る。また、乳幼児全戸訪問事業では、実際

に訪問されているのは４か月を超える時期

となっており、また焦点は乳幼児に当てら

れており、自治体による工夫はされている

ものの、妊産婦のメンタルヘルスを中心と

する課題を直接的に解決する方策とはなっ

ていない。こういった現状を踏まえると、

産褥期、特に出産後 2 週間前後のタイミン

グで妊産婦のメンタルヘルスに関するスク

リーニングが存在していることが望ましい。

行政機関においては、出産後 2 週間を把握

することは難しく、我が国の母子保健制度

を考えると、この産褥期健診は、産科医療

機関で行うことが望ましいと考えられる。

我が国の新生児健診は生後一か月であり、

母児の健診を効率よく行うには、先進諸外

国のように、母児の社会健診を生後 2 週間

の時点で行い、その後生後１か月半の時期

とするほうが適切かもしれない。一方で、

初産婦と経産婦で EPDS の経時変化が異な

り、また、かなり経時変化に個別のパター

ンが存在していることから、出産後２週間

とともに、生後６週間（一か月半）の時点

でも、産褥婦のメンタルヘルスに関するス

クリーニングを行うことも一考である。そ

の後、ハイリスクと考えられる産褥婦に関

しては、乳幼児全戸訪問事業へとつなげら

れるように、分娩施設と保健所との連携が

必要である。一方、妊産婦のメンタルヘル

スの問題は、妊娠中を通して発見されるこ

とも多く、特定妊婦の特定のための客観的

なスコアリングシステムを開発する必要が
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あり、こういった場合は、全国一律に特定

妊婦としての制度を活用するよう、働きか

けが必要である。メンタルヘルスのハイリ

スクと考えられる妊産婦において、保健所

の対応能力は限られており、本研究班で世

田谷区と試みたように、自治体（保健所）

と地域医師会、地域の分娩施設、地域の精

神科医、地域の小児科医が一堂に会し、情

報交換をしつつ、地域により患者の受け渡

しを容易にする協議会のような存在が有効

であるとも考えられる。 

また、こういったメンタルヘルスのハイリ

スクである母児が、時に入院加療を必要と

する場合があり、出産間もない時期に、母

のメンタルヘルス支援のために、母児が同

時の入院でき、乳児のケアも施設の支援を

受けながら、母も病状に応じて対応できる

ような「母児入院施設」が必要である。さ

らに、予防策としては、母児の愛着形成を

促進するような、積極的で簡易な教育プロ

グラムも構築する必要がある。 

 

D. 考察 

本研究は約 2 年という比較的短い期間で、

研究計画立案、倫理委員会の承認、参加協

力施設への協力依頼、データの収集、デー

タセットの構築といった作業をおこなった。

先行研究でみられるような、健診時のみの

データ収集ではなく、妊娠期から産後にか

けての妊産婦のメンタルヘルスの実態を把

握するためにデータ収集をおこなうことが

できた。短期間で確立されたデータベース

であるために十分な解析、検討がなされて

いない。しかし、この妊産褥婦メンタルヘ

ルスの縦断的データベースは稀有、特異な

ものであることから、このデータベースを

用いて、わが国の妊産婦のメンタルヘルス

の研究が実施されれば、具体的な予防方法

などの極めて大切な政策提言につなげてい

くことが期待される。 

 現時点で明らかになったことの一つは、

妊産褥婦のメンタルヘルスは時期によって

大きく異なり、特に初産婦では産後 2 週時

に EPDS 陽性者が 25%と顕著なピークがあ

ることが認められた。使用する評価スコア

に関係なく妊婦は約 1 割が精神的ハイリス

クであり、分娩直後にハイリスク率は上昇

し、産後 2 週間がそのピークとなる。産後

1 ヶ月でもまだハイリスク率は高く、妊娠

中のハイリスク率となるのは分娩後 3 ヶ月

まで要する。このことは、産後 2 週間と産

後 1 ヶ月の時点で母親への対応が必要であ

ることを意味し、産後 2 週間健診・1 ヶ月

健診の公的補助を支持する我が国初めての

エビデンスといえる。 

EPDS での評価では初産婦と経産婦で前

述のハイリスク率は大きく異なり、産後の

ハイリスク率の上昇は初産婦で顕著であっ

た。さらに、産後 3 ヶ月の時点でハイリス

クとなった褥婦に関係する妊娠中期、分娩

直後、産後 2 週間のリスク因子が抽出され、

妊娠中からのメンタルヘルス評価の重要性

も明らかとなった。産後 3 ヶ月のハイリス

クを予測するリスク因子は「精神的不安定

状態」「妊娠・育児支援体制不足」「会陰

などの疼痛を含めた身体症状ならびに母乳

分泌不全を含めた乳房トラブル」に大別さ

れ、今後の妊産褥婦健診のチェックリスト

となる。このリスク因子も初産婦と経産婦

では異なったことから今後の妊産褥婦健診

では初産婦と経産婦は個別化した対応が必

要であることも判明した。 

また、EPDS を構成する因子の得点の推

移を見てみても、そのトレンドが異なるこ

とも示されたことから、EPDS で収集され

た複数のデータを比較・検討する際には、

調査が実施された時期を無視することはで

きない。本来、対面式で使われることが望

ましい EPDS は臨床や公衆衛生の現場でも

自記式質問票で用いられる機会が少なくな

いのが現状である。こうした自記式 EPDS
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の評価方法はカットオフ値（8/9 点）のみ

が多いが、本研究で示したように、EPDS

はその構成概念ごと、国際的にはすでに実

施されているように項目ごとの評価・検討

を試みることで、対象者のメンタルヘルス

の状況をより詳しく把握できるものと思わ

れる。 

 妊娠期における EPDS の実施が有用であ

る可能性が示されたことも、本研究の成果

だと考えられる。産後の EPDS との強い関

連（調整後オッズ比）が示された。これま

でも、妊娠前の精神科既往歴は、産後うつ

のリスク因子として広く知られ常に注目さ

れてきた。妊娠期の EPDS もそうした調整

変数や背景因子として重要な位置付けにな

る可能性が示されたと言える。 

但し、この研究が東京都世田谷区という

都会で実施されたものであるので、この成

果が日本全国で均てん化できるとはいえな

い。本研究と同一プロトコールで分担研究

者の竹原が愛知県西尾市で展開している。

西尾市は都会とは対極的な田舎であり、こ

の結果と本研究の成果とを比較検討するこ

とでさらなる妊産褥婦のメンタルヘルス健

診が構築できると考えている。 

メンタルヘルス不調や養育不全・乳幼児

童虐待のハイリスクの母親を妊娠中などの

早期から同定する上で明らかとした危険因

子は妊娠期に、産科外来などにおいて問診

票でチェックできるものであり、今後妊娠

期のメンタルヘルスのスクリーニングの中

に含むべき重要な項目と考えられる。一方

で、産後うつ病の危険因子としての尿漏れ

や、会陰縫合部または帝王切開時の傷の痛

みや腰痛といった身体の痛みが重要である

ことが明らかになったことから、母親のメ

ンタルケアや虐待予防の観点からも産後の

身体的ケアの重要性が示唆された。虐待傾

向や虐待の危険因子として、母親の発達障

害や衝動性などの認知特性の重要性が示唆

されたことから、発達障害傾向や衝動性な

どについてのアセスメントや支援法のつい

ての確立が必要であると考えられる。 

母親の就労状況、望まない妊娠、家庭内

の支援、喫煙、産後の身体の痛みに気づき

ケアすることの重要性が示唆された。泣い

ている赤ちゃんへの対応の経験の乏しさ・

とまどいが産前・産後ともに危険因子とな

ったことから、産前教育・産後指導の重要

性が示唆された。   

 本研究で明らかになった産後の母親のメ

ンタルヘルス不調や養育不全・児童虐待の

危険因子は、ハイリスク者を同定するため

の妊婦健診のスクリーニングの項目として

活用しうる。今後、周産期医療の中にメン

タルケアがルーチンに含まれ、メンタルヘ

ルス不調や養育不全を来しうる母親を早期

に発見し支援していく仕組みづくりが望ま

れる。それと同時に、メンタルヘルス不調

の母親をサポートする支援体制の構築をし

ていくことも重要と考えられる。 

精神面でのケアや治療を必要とする女

性ほど相談や受診をしないし、精神科医

師には、自らは、ほとんど打ち明けない

場合が多い。プライマリケアに携わる医

療機関が 3 つの質問票のツールを共有す
る意義は医療連携の意味で大きい。わが

子に対する情緒的な絆が持てない母親は、

虐待のリスクが高くなるが、虐待する養

育者には精神障害が高率に見いだされる。

地域の母子訪問による支援を拒否する母

親で「赤ちゃんへの気持ち質問票」の合

計点 3 点以上は精神科医療の対象として
把握しておくのが子どもにとり安全であ

る。より多領域協働の周産期精神面評価

とケアの重要性が明らかになった現在、

簡便なスクリーニングを策定する必要で

あるが、EPDS を外的基準として感受性、
特異性、陽性適中率、陰性適中率をとも

に良好で、英国の NICE ガイドラインで
も簡略なこの方法を取っている。 
第 1 子を出産する母の年齢は、2010（平
成 22）年で平均 29.9 歳であり、年々上昇
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傾向にある。この女性たちの大学・短大

進学率は 2000（平成 12）年 48.7％である。
高学歴化は、社会的責任を猶予される「モ

ラトリアム」期間の延長や、親からの経

済的、心理的自立時期を遅くしている。

女性の就業率は、2010（平成 22）年の 25
歳から 29 歳では 72.7％、30 歳から 34 歳
で 64.1％となっている。有配偶でも約半
数が就業している。日本経済は 1990 年代
初頭のバブル崩壊から出産後も就業を継

続する女性が多いと考えられる。出産医

療環境は、里帰り出産や、分娩の集約化

に伴う医療施設の移動は継続した関わり

が問題になる場合がある。このような出

産する女性を取り巻く環境の変化を踏ま

えて、医療施設が『気になる妊産婦』へ

の対応としては各施設において、メンタ

ルヘルスに問題を抱える妊産婦を早期に

発見し、適切なケアの提供をはじめるこ

とが不可欠である。 
頻繁な授乳など、メンタルヘルスのハイ

リスクとなる根本的な要因の除去はできな

いが、退院後の身体的変化や児の変化に対

して十分な知識を与えることで、その変化

を予測させることが大切となる。母親の表

出された表情や生活行動、児の状況と育児

状況について、母親のメンタルヘルス状況

や育児状況が見えてくる。その状況に関連

している母親の体験を補うような場の提供

と、周囲のサポート体制の強化、加えて、

助産師の専門的支援の必要性が明らかにな

った。 

当該研究のように、協議会など地域の代

表が集まって、研究結果を持ち寄るととも

に、施策について検討する手法（Community 

Participatory Approach）により、研究成果が

地域に活かされ、地域の参加意識により悉 

皆率が飛躍的に高まることで研究の質も高

まるという相乗効果が得られた。またパー

トナーのメンタルヘルスも大きな関与要因

である限り、地域の企業との連携による職

場衛生という観点も重要であり、地域と仕

事場との結びつき方により、地方行政単位

の対策は異なってくる可能性もある。特定

妊婦を利用しやすくするために、リスクを

ある程度量的に示すツールと使い方や自治

体が参加して協議会方式を行うことの有効

性も示唆された。 

 

E. 結論 

3 年間の研究から、我が国における女性

と子どもの健康のため、妊産褥婦のメンタ

ルヘルスを考慮した以下の政策の可能性が

導かれたので提案する。 

（1）メンタルヘルスを念頭においた妊産褥

婦健診の導入（図 1） 

 妊婦の高齢化、核家族化、女性の社会進

出などにより妊産褥婦のメンタルヘルスは

脅かされているにも拘らず、現在の妊婦健

診は医学的異常の発見のみが優先され、妊

産褥婦のメンタルヘルスへの配慮がない。

そこで、「精神的不安定状態」「妊娠・育

児支援体制不足」「身体症状ならびに母乳

分泌不全」に注目し、メンタルヘルスを評

価、介入する妊産褥婦健診を導入する。特

に初産婦はメンタルヘルス障害を合併しや

すく、注意深い対応を要する。以下の事項

に該当する場合には特に留意が必要である。 

＜妊娠初期＞精神疾患の既往あるいは治療

中、AD/HD 傾向、喫煙、赤ちゃんをあ

やした経験の欠如、妊娠期・育児期の

支援体制不備 

＜妊娠中期＞不規則な就労形態、パートナ

ーからの情動的・実質的支援不足、交

友関係が少ない、抑うつ傾向、自閉傾

向 

＜分娩直後＞分娩に対する不満、抑うつ傾

向、乳腺炎・切開縫合痛・尿漏れ、母

乳分泌不良 

＜産後 2 週間＞身体的疼痛、母乳分泌不良、

抑うつ傾向、赤ちゃんを身近に感じな

い、なぜ泣いているか分からない、

AD/HD 傾向  



 

（2）産褥期母親健診の構築（図

産後

の時点で分娩施設での産褥婦・新生児健診

制度を構築し、

精神的チェックリスクの評価を含む健診を

行う。現在実施されている妊婦健診と同様

の公的補助を導入する。抽出されたハイリ

スク産褥婦には介入、地域を含めた多職種

チーム管理を行う。

（3）産褥期における母児同時入院施設の設

置と拡充

核家族で周囲からの支援が得られない産

褥婦はメンタルヘルスや社会的ハイリスク

を有しやすいが、現状での対応では困難な

ため、母児入院加療できる施設を高次医療

圏ごとに設定する。現在、少数ではあるが

私的・公的ケアハウスが導入されつつある

が、施設基準、人的条件を行政が整備し、

多くの核家族産褥婦が利用できる状況では

ない。この状況を打破するために診療報酬

上の配慮も検討する必要がある。

（4）特定妊婦抽出のスコアツールの開発と

制度の運用の推進（図

本研究ではリスク因子の抽出に留まった

が、この班のデータベースを利用してハイ

リスク妊婦を抽出できる簡便なスコアリン

グシステムを開発し、都市部だけではなく

様々な地域で検証し、スコアを確立する必

要がある。このツールが確立されれば、特

定妊婦の抽出は容易となり、その運用は日

本全土で展開可能となる。

（5）分娩施設と他の医療施設との連携を可

能とする行

妊娠出産を通して、社会的またメンタル

ヘルス上のハイリスクと考えられる場合で

あっても、本人の同意が無ければ現状では

個人情報保護法により自治体との情報共有

が妨げられている。このため、分娩施設と

精神科施設との円滑な連携は困難となり、

虐待などの重大な事件とならなければ対応

できない。そこで、分娩施設、小児科施設

産褥期母親健診の構築（図

産後 2 週間と 4

の時点で分娩施設での産褥婦・新生児健診

制度を構築し、本研究で抽出された身体的

精神的チェックリスクの評価を含む健診を

行う。現在実施されている妊婦健診と同様

の公的補助を導入する。抽出されたハイリ

スク産褥婦には介入、地域を含めた多職種

チーム管理を行う。

産褥期における母児同時入院施設の設

置と拡充 

核家族で周囲からの支援が得られない産

褥婦はメンタルヘルスや社会的ハイリスク

を有しやすいが、現状での対応では困難な

ため、母児入院加療できる施設を高次医療

圏ごとに設定する。現在、少数ではあるが

私的・公的ケアハウスが導入されつつある

が、施設基準、人的条件を行政が整備し、

くの核家族産褥婦が利用できる状況では

ない。この状況を打破するために診療報酬

上の配慮も検討する必要がある。

特定妊婦抽出のスコアツールの開発と

制度の運用の推進（図

本研究ではリスク因子の抽出に留まった

が、この班のデータベースを利用してハイ

リスク妊婦を抽出できる簡便なスコアリン

グシステムを開発し、都市部だけではなく

様々な地域で検証し、スコアを確立する必

要がある。このツールが確立されれば、特

定妊婦の抽出は容易となり、その運用は日

本全土で展開可能となる。

分娩施設と他の医療施設との連携を可

能とする行政の介入

妊娠出産を通して、社会的またメンタル

ヘルス上のハイリスクと考えられる場合で

あっても、本人の同意が無ければ現状では

個人情報保護法により自治体との情報共有

が妨げられている。このため、分娩施設と

精神科施設との円滑な連携は困難となり、

虐待などの重大な事件とならなければ対応

できない。そこで、分娩施設、小児科施設

産褥期母親健診の構築（図

4 週間（あるいは

の時点で分娩施設での産褥婦・新生児健診

本研究で抽出された身体的

精神的チェックリスクの評価を含む健診を

行う。現在実施されている妊婦健診と同様

の公的補助を導入する。抽出されたハイリ

スク産褥婦には介入、地域を含めた多職種

チーム管理を行う。 

産褥期における母児同時入院施設の設

核家族で周囲からの支援が得られない産

褥婦はメンタルヘルスや社会的ハイリスク

を有しやすいが、現状での対応では困難な

ため、母児入院加療できる施設を高次医療

圏ごとに設定する。現在、少数ではあるが

私的・公的ケアハウスが導入されつつある

が、施設基準、人的条件を行政が整備し、

くの核家族産褥婦が利用できる状況では

ない。この状況を打破するために診療報酬

上の配慮も検討する必要がある。

特定妊婦抽出のスコアツールの開発と

制度の運用の推進（図 1） 

本研究ではリスク因子の抽出に留まった

が、この班のデータベースを利用してハイ

リスク妊婦を抽出できる簡便なスコアリン

グシステムを開発し、都市部だけではなく

様々な地域で検証し、スコアを確立する必

要がある。このツールが確立されれば、特

定妊婦の抽出は容易となり、その運用は日

本全土で展開可能となる。 

分娩施設と他の医療施設との連携を可

政の介入 

妊娠出産を通して、社会的またメンタル

ヘルス上のハイリスクと考えられる場合で

あっても、本人の同意が無ければ現状では

個人情報保護法により自治体との情報共有

が妨げられている。このため、分娩施設と

精神科施設との円滑な連携は困難となり、

虐待などの重大な事件とならなければ対応

できない。そこで、分娩施設、小児科施設

産褥期母親健診の構築（図 1） 

週間（あるいは 6 週間）

の時点で分娩施設での産褥婦・新生児健診

本研究で抽出された身体的

精神的チェックリスクの評価を含む健診を

行う。現在実施されている妊婦健診と同様

の公的補助を導入する。抽出されたハイリ

スク産褥婦には介入、地域を含めた多職種

産褥期における母児同時入院施設の設

核家族で周囲からの支援が得られない産

褥婦はメンタルヘルスや社会的ハイリスク

を有しやすいが、現状での対応では困難な

ため、母児入院加療できる施設を高次医療

圏ごとに設定する。現在、少数ではあるが

私的・公的ケアハウスが導入されつつある

が、施設基準、人的条件を行政が整備し、

くの核家族産褥婦が利用できる状況では

ない。この状況を打破するために診療報酬

上の配慮も検討する必要がある。 

特定妊婦抽出のスコアツールの開発と

本研究ではリスク因子の抽出に留まった

が、この班のデータベースを利用してハイ

リスク妊婦を抽出できる簡便なスコアリン

グシステムを開発し、都市部だけではなく

様々な地域で検証し、スコアを確立する必

要がある。このツールが確立されれば、特

定妊婦の抽出は容易となり、その運用は日

 

分娩施設と他の医療施設との連携を可

妊娠出産を通して、社会的またメンタル

ヘルス上のハイリスクと考えられる場合で

あっても、本人の同意が無ければ現状では

個人情報保護法により自治体との情報共有

が妨げられている。このため、分娩施設と

精神科施設との円滑な連携は困難となり、

虐待などの重大な事件とならなければ対応

できない。そこで、分娩施設、小児科施設
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週間）

の時点で分娩施設での産褥婦・新生児健診

本研究で抽出された身体的

精神的チェックリスクの評価を含む健診を

行う。現在実施されている妊婦健診と同様

の公的補助を導入する。抽出されたハイリ

スク産褥婦には介入、地域を含めた多職種

産褥期における母児同時入院施設の設

核家族で周囲からの支援が得られない産

褥婦はメンタルヘルスや社会的ハイリスク

を有しやすいが、現状での対応では困難な

ため、母児入院加療できる施設を高次医療

圏ごとに設定する。現在、少数ではあるが

私的・公的ケアハウスが導入されつつある

が、施設基準、人的条件を行政が整備し、

くの核家族産褥婦が利用できる状況では

ない。この状況を打破するために診療報酬

特定妊婦抽出のスコアツールの開発と

本研究ではリスク因子の抽出に留まった

が、この班のデータベースを利用してハイ

リスク妊婦を抽出できる簡便なスコアリン

グシステムを開発し、都市部だけではなく

様々な地域で検証し、スコアを確立する必

要がある。このツールが確立されれば、特

定妊婦の抽出は容易となり、その運用は日

分娩施設と他の医療施設との連携を可

妊娠出産を通して、社会的またメンタル

ヘルス上のハイリスクと考えられる場合で

あっても、本人の同意が無ければ現状では

個人情報保護法により自治体との情報共有

が妨げられている。このため、分娩施設と

精神科施設との円滑な連携は困難となり、

虐待などの重大な事件とならなければ対応

できない。そこで、分娩施設、小児科施設

で抽出されたハイリスク妊産褥婦の個人情

報が他の医療施設と共有できるような制度

を構築する。

（6

進 

妊産褥婦のメンタルヘルスリスク群に対

応するために、本研究で構築した

政、保健所など）保健師と地域医師会、分

娩施設、精神科医、小児科医が一堂に会し、
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F. 研究発表  

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 


